
化学吸収液

化学研究グループのCO2分離回収技術
吸収液、分離膜、固体吸収材

特殊に官能基変換した様々なアミン化合物をCO2分離回収へ利用する技術開発をしています。液へ溶解して
吸収液へ、支持体へ塗布して分離膜へ、担体へ担持して固体吸収材へ利用します。本発表では、「CO2吸収
性能が高く、再生しやすい化学吸収液」、「CO2を選択的に分離する分子ゲート膜（MGM)」、「CO2吸着性能が
高く、脱着しやすい固体吸収材」の技術開発・社会実装へ向けた取り組みを紹介します。

固体吸収材

分子ゲート膜

COURSE50プロジェクトPhaseⅠ（2008年～2017年）にて低温
再生に有利な吸収液を開発。日鉄エンジニアリング（株）の

ESCAP®に採用され、国内2プラントで稼働中。

１号機
(2014～)

２号機
(2018～)

設備規模 120 t/day 143 t/day

排出源 製鉄熱風炉 石炭火力（※）

CO2用途 産業用CO2製造 飼料添加物製造

 2018年～COURSE50PhaseⅡ、2021年～グリーンイノベーション基金事業GREINS「製鉄プロセスにおける水素活用／高炉を
用いた水素還元技術の開発」にて「CO2の分離・回収技術」に係る研究開発を受託し、さらなる革新的技術「混合溶媒系吸収液」

を開発中。

＜吸収剤＞
アミン化合物

＜溶媒１＞
水

＜溶媒２＞
非水溶媒

アミン由来のイオン（CO2吸収に寄与）

 3MPa耐圧を有する有機ゲル膜。３MPaにおいても高選択性（CO2/H2）を発現。

 分子ゲート膜をスパイラル型エレメントに加工し、水素製造装置向けの膜分離システムを検討中。

謝辞 : 本内容は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO ）の、委託業務
「環境調和型プロセス技術の開発／水素還元等プロセス技術の開発（フェーズⅠ，フェーズⅡ））」（日本鉄鋼
連盟 COURSE50プロジェクト ）、および委託事業「グリーンイノベーション基金事業／製鉄プロセスにおける
水素活用／高炉を用いた水素還元技術の開発／外部水素や高炉排ガスに含まれるCO2を活用した低炭素
化技術等の開発」の支援を受けて得た成果をもとに作成しています。

謝辞 : 本内容は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO ）の、委託事業「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ＣＯ２分離・回収技術の研究開発／
二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発／高性能ＣＯ２分離膜モジュールを用いたＣＯ２－Ｈ２膜分離システムの研究開発」の支援を受けて得た成果をもとに作成しています。

謝辞 : 本内容は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO ）の、委託事業「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ＣＯ２分離・回収技術の研
究開発／先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究」の支援を受けて得た成果をもとに作成しています。

 高い再生率を有しつつ、吸収量が多いアミンを開発。担体、アミン、吸収材の100m3規模での製造を完了。

 関西電力（株）舞鶴発電所（石炭火力）に設置のパイロット試験設備（川崎重工業担当）へ固体吸収材を供給。
 石炭火力発電所排ガスから40ton/dayでCO2を分離回収するパイロット試験を2023年下期以降に実施予定。
 ベンチ試験装置のデータを元に確立したシミュレーションを用いてパイロット試験でサイクル運転の最適化をはかる。
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連携先 化学吸収液 日本製鉄株式会社
分子ゲート膜 住友化学株式会社
固体吸収材 川崎重工業株式会社

社会実装へ向けて産業界と連携して技術開発を進めています。



Direct Air Capture (DAC）
－万博実証に向けたDAC技術開発の取り組み－

カーボンニュートラル、更にはカーボンネガティブの達成に向けてRITEでは、大気中のCO2を、直接回収

するDirect Air Capture（DAC）技術の開発をNEDOムーンショット型研究開発事業の中で推進しています。

海外が先行するDAC技術の、国内での研究開発を加速するために、万博会場にてベンチスケール規模

の大型DAC装置による実証試験を計画しています。RITEは、経済的に受容可能なDACの社会実装を達

成することにより、我が国が目指している低炭素社会の構築に貢献します。

ＲＩＴＥのＤＡＣ技術開発、万博実証試験の概要および世界のＤＡＣ技術

本資料は国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの委託事業の成果をもとに作成しています。

FY2020～「ムーンショット型研究開発事業/地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現/大気中からの高効率CO2分離回収・炭素循環技術の開発」

NEDOムーンショット型研究開発事業への取り組み：

「ムーンショット型研究開発事業 」 で掲げられた目標 ４

「2050 年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循

環を実現」にて、金沢大学および三菱重工業株式会社（以下、

三菱重工）と協力して、大気中からの高効率 CO2分離回収・

炭素循環技術の開発を推進しています。

今後のRITEのDAC技術開発：

2025年度の万博実証試験後も引き続き実証試験を計画します。2027～

2029年でのパイロット規模実証試験へと進展させるべく、低い回収エネル

ギー、コストを実現できる固体吸収材料（アミン、担持構造体）およびプロセス

の研究開発を推進します。

DAC技術の社会実装のイメージ

2025年万博実証試験の概要：

低温（60℃）での再生（CO2回収）が可能なRITE開発アミン

を用いる、CO2回収量最大500kg/日のベンチスケール実証

機を万博のカーボンリサイクルファクトリー会場に設置し、大

気からのCO2回収の実証試験を行います。

RITE開発アミンを適用した固体吸収材料をベンチスケール

規模で製造し、その性能を検証します。更に三菱重工が中心

となり、①吸収ユニットのサイズ最大化、②吸収ユニット並列

化・再生ユニット共有化、③ユーティリティー共有化の実証を

行います（NEDOムーンショット事業）。

また、このカーボンリサイクルファクトリー会場では、回収し

たCO2の利活用に関する実証を行います。

2025年万博／未来社会ショーケース事業へのRITE協賛事業（DAC）の概要

吸収ユニット

再生ユニット

*各企業HP,各種資料よりRITE作成

海外のDAC企業の大規模化の動き*

世界のDAC技術と本格的社会実装への課題：

DAC技術開発は欧米が先行しており、材料開発、装置の改良と大型化を

同時に進めています。本格的な社会実装に向けての課題は、回収エネル

ギーと回収コストの低減です。

提供：２０２５年日本国際博覧会協会

提供：２０２５年日本国際博覧会協会



排ガスからのCO2分離・回収と有効利用（メタノール合成）

CCU技術開発
－CO2を原料とした高効率メタノール合成－

地球温暖化の原因と一つといわれているCO2の大幅削減は世界的に重要な課題です。そのため、排出され
るCO2に対する対策であるCCUS（Carbon Capture, Utilization and Storage）が重要視されています。

CO2を有効利用する技術は様々ありますが、RITEではそのひとつとして“CO2を原料としたメタノール合成”に

着目し、これまで蓄積してきた無機膜の技術を最大限に活用し、“膜”と“触媒”を組み合わせたメンブレンリ
アクターによる省エネルギーかつ高効率なCO2有効利用技術の実用化を目指します。

実用的脱水膜の開発

※この資料は、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のプロジェクトの成果を基に作成しています。

NEDO委託事業「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／CO2排出削減・有効利用実用化技術

／化学品へのCO2利用技術開発／CO2を用いたメタノール合成における最適システム開発」

（JPNP16002）

JFEスチール
JFEスチール

JFEスチール

RITE

【目標性能】
H2O透過率：＞1 x 10-6 mol m-2 s-1 Pa-1

分離性能（H2O/MeOH）：＞1,050

メタノール合成温度域である200℃にて、上記性能を有する長尺
脱水膜を再現よく合成できる方法を確立する。

メタノール合成用メンブレンリアクター実用化のために、①脱水膜のさらなる高性能化、②長尺脱水膜の均一合成方法の確立を検討

メタノール合成
反応温度域

ラボスケールの脱
水膜と同等程度の
実用的脱水膜の
合成に成功

長尺脱水膜の開発 透過分離性能の均一性

目標値の２倍の透過性能

メタノール合成温度域で
十分な分離性能を発揮

Ref.; M. Seshimo et al., Membranes, 11 (2021) 505.

＜ラボスケールでの検討@RITE＞
Si-rich LTA膜を用いたメタノール合成膜反応器

この膜の長尺化を検討

1.0 m長の脱水膜を100 mmに切断し、長さ方向に対する性能分布を評価

● 膜反応器
（Si-rich LTA）
● 膜反応器
（市販LTA）
◆ 触媒充填層

型反応器

＜100 mm長
300~500 mm長
1,000 mm長（改良前）
1,000 mm長（改良後）




